
 

 

 

 

「東日本大震災津波を教訓とした防災・復興に関する岩手県からの提言」について 
 
 

 

 

 

 

１ 策定の趣旨 

本県が東日本大震災津波からの復興に取り組む中で得られた教訓や、防災・復興に関する取組事例

及びそれらを踏まえた提言を世界に発信することにより、世界からの支援に感謝し、世界の防災力向

上に積極的に貢献しようするもの。 

 
２ 提言の構成 
 

章 内   容 摘  要 

巻 頭 言 知事メッセージ（提言策定の趣旨、支援への感謝）  

第 １ 章 岩手県の概要  

第 ２ 章 東日本大震災津波による被害の概要  

第 ３ 章 東日本大震災津波からの復興の状況  

第 ４ 章 防災・復興に関する取組事例 17項目・64事例 

第１節 

防災編 

１ 最大規模の災害に対応した防災体制の構築 
№１ 大規模災害時の被災地支援に有効な広域防災拠点の設置 

   №２ 地方公共団体間の広域連携による受援・応援体制の構築 

   №３ 岩手独自の医療・福祉のネットワークの構築 

   №４ 次の災害に備えた災害対応業務の標準化や共有化の取組 

４項目・17事例 

２ 教育と文化による備え 
№５ 学校の防災体制の確立と防災教育の推進 

   №６ 津波被害からの教訓の伝承と防災文化の醸成 

２項目・８事例 

第２節 

復興編 

３ 「災害に強いまちづくり」と「安全の確保」 
№７ 多重防災型まちづくりの推進 

   №８ 子どもの健康と食の安全・安心の確保を重点とした放射線影響対策

の推進 

   №９ 災害廃棄物の迅速かつ円滑な処理 

３項目・11事例 

４ 被災者の生活再建支援 
№10  こころのケアの推進 

   №11  地域医療の確保 

   №12  復興の中心的役割を担う市町村の行政機能向上 

   №13  被災者台帳システムの整備・運用 

４項目・８事例 

５ 多様な参画による「開かれた復興」と「地域に根ざした復興」 
№14  地域住民と多様な主体が連携した地域コミュニティの再生 

   №15  地域資源の発掘・活用による持続可能な地域社会の構築 

２項目・15事例 

６ 文化財保護と芸能文化の保存・継承 
№16  文化財保護に留意した復興事業の推進 

   №17  文化財保護を活かした地域社会の再興 

２項目・５事例 

第 ５ 章 岩手県からの提言 11提言(別記) 

 

 ○ 諸外国における防災力向上により貢献できるよう、具体的な取組事例を多数掲載。   

裏面あり 

東日本大震災津波の被災県として、世界の防災力向上に貢献するため、震災を教訓とした「防災・

復興に関する岩手県からの提言」を策定しましたのでお知らせします。 

なお、提言については、平成 27 年３月、仙台市で開催される第３回国連防災世界会議等を通じ

て、世界に発信していくこととしています。 

記 者 席 配 付 資 料 
平 成 2 7 年 １ 月 1 9 日 
環 境 生 活 部 若 者 女 性 協 働 推 進 室 
内 線  ５ ３ ３ ６ 
総 務 部 総 合 防 災 室 
内 線  ５ １ ６ ５ 
復 興 局 復 興 推 進 課 
内 線  ６ ９ ２ ５ 



３ 提言の発信 

内              容 

平成 27年１月 19日 知事記者発表 

平成 27年１月下旬 国連防災会議岩手県ホームページ掲載 

平成 27年２月～ 印刷物（日本語、英語）の作成・配付 
・各国大使館、都道府県・県内市町村等に配布 

平成 27年３月９日 ISO社会セキュリティ専門委員会シンポジウム 知事プレゼンテーション 
・提言の配布 

・パネル展示 

平成 27年３月 17日 国連防災会議本県主催シンポジウム 知事プレゼンテーション 
・提言の配布 

・パネル展示 

平成 27年３月 14日～18日 仙台市市内パネル展示 
・国連防災会議「東北の防災・復興展」岩手県ブース 

 

（別記）防災・復興に関する岩手県からの提言 

番号 項        目 関連する取組事例 

１ 地方自治体間が連携する「水平補完」による災害対応支

援活動の制度的枠組の創設 

№１ 大規模災害時の被災地支援に有効な

広域防災拠点の設置 

№２ 地方公共団体間の広域連携による受

援・応援体制の構築 

２ 地方自治体と医療・福祉関係機関等との連携・協力体制

の構築 

№３ 岩手独自の医療・福祉のネットワー

クの構築 

№10  こころのケアの推進 

№11  地域医療の確保 

３ 市町村（基礎自治体）の災害対応能力向上のための県（広

域自治体）による業務の補完と標準化・共有化 

№４ 次の災害に備えた災害対応業務の標

準化や共有化の取組 

№12  復興の中心的役割を担う市町村の

行政機能向上 

４ 地域連携型の防災教育の推進 №５ 学校の防災体制の確立と防災教育の

推進 

№６ 津波被害からの教訓の伝承と防災文

化の醸成 

５ レジリエンス概念（回復力・復元力）の考え方を取り入

れた多重防災型まちづくりの推進 

№７ 多重防災型まちづくりの推進 

 

６ 子どもの健康と食の安全・安心の確保を重点とした放射

線影響対策の推進 

№８ 子どもの健康と食の安全・安心の確

保を重点とした放射線影響対策の推進 

７ 災害廃棄物の迅速かつ円滑な処理 №９ 災害廃棄物の迅速かつ円滑な処理 

８ 迅速かつ円滑な被災者の生活再建支援のための被災者情

報を共有する情報基盤システムの構築 

№13  被災者台帳システムの整備・運 用 

９ 地域住民と多様な主体が連携した地域コミュニティの再

生 

№14  地域住民と多様な主体が連携した

地域コミュニティの再生 

 

10 地域資源の発掘・活用による持続可能な地域社会の構築 №15  地域資源の発掘・活用による持続可

能な地域社会の構築 

11 文化財を活かした地域社会の再興、文化財保護に留意した

復興事業の推進及び文化財の防災対策の推進 

№16  文化財保護に留意した復興事業の

推進 

№17  文化財保護を活かした地域社会の

再興 

 

本件問い合わせ先：環境生活部若者女性協働推進室 阿部・千葉 内線 5336 

：総務部総合防災室 福士・大畑 内線 5165 

：復興局復興推進課 菊池（辰）・菊池（学） 内線 6925 


